
開発供給実施計画　事前相談チェックリスト
（令和７年度補正予算「スマート農業技術開発・供給加速化対策」２次公募用）

【使用上の注意】
本チェックリストは、事前相談資料を作成いただく際に、特に記載漏れが生じやすい事項について整理するためのものです。各項目を確認の上、該当する項目にチェックを入れ、事前相談の様式の表紙として添付してください。
（注）本チェックリストは、記載が必要な項目を網羅したリストではございません。記載に当たっては、「手引き」（農林水産省HPリンク）の記載例もご確認いただきつつ、様式の該当する全ての項目を埋めてください。

氏名（法人名）：

	No.
	確認項目
	該当箇所
	チェック

	１
	申請者の概要について、①～④を漏れなく記載しているか。
	＜リンク＞
	☐
	２
	開発供給事業の促進の目標の該当項目をチェックし、品目を記載しているか。
	＜リンク＞
	☐
	３
	開発供給事業の概要について、画像等を用いて分かりやすく簡潔に記載しているか。
	＜リンク＞
	☐
	４
	達成する生産性向上の目標を設定し、その計算方法について統計情報等を用いて定量的に記載しているか。
	＜リンク＞
	☐
	５
	開発するスマート農業技術が十分に作動するための生産現場の条件についても記載しているか。
	＜リンク＞
	☐
	６
	供給する農業資材又はスマート農業技術活用サービスの品質面・費用面での優位性及び事業の持続性（経済合理性）について、統計情報等を用いて定量的に記載しているか。
	＜リンク＞
	☐
	７
	開発供給事業の実施期間（供給の実施期間を含む）を原則５年以内で設定しているか。
	＜リンク＞
	☐
	８
	確認事項（添付書類含む）の項目を確認・チェックしているか。
※　添付書類については、事前相談時点での提出は不要ですが、該当する書類について事前にチェックしてください。
	＜リンク＞
	☐
	９
	「別表４ 資金計画表」を、申請者ごとに作成しているか。
	＜リンク＞
	☐
	10 
	応募を検討している予算事業メニューを記載してください。
☐1. 重点課題対応型研究開発（民間事業者対応型）
☐2. 低コスト・小型化等現場ニーズ即応型開発
☐3. 技術改良・新たな栽培方法の確立の促進
☐4. 先行的研究開発支援
☐5. その他（　　                                       　）
☐6. 予算事業への応募は検討していない
	－
	☐



別記様式第15号（法第13条第１項関係）

開発供給実施計画に係る認定申請書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日


　農林水産大臣　殿

申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　    　          
　　


　農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（令和６年法律第63号）第13条第１項の規定に基づき、別記の計画について認定を受けたいので、申請します。

（備考）
　１　「申請者」には、開発供給事業を実施する計画の代表者を記載すること。
　２　申請者が法人その他の団体の場合には、「住所」には「主たる事務所の所在地」 を、「氏名」には「名称及び代表者の氏名」を記載すること。
　３　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

（提出する書面の目録）
□　別記様式第16号　開発供給実施計画
□　（別表１）合併等の措置の内容
□　（別表２）合併等の措置に伴う施設の撤去又は設備の廃棄の種類
□　（別表３）合併等の措置に伴う不動産の譲渡、取得又は譲受けの内容
□　（別表４）開発供給事業に必要な資金の額及びその調達方法
□　（別表５）特例措置の活用に関する事項
□　（別表６）開発供給事業の用に供する設備等の導入に関する事項
□　（別表７）航空法の特例（法第15条関係）の適用に係る無人航空機の飛行に関する事項
□　（別表８）研究開発設備等の種類その他の当該研究開発設備等の利用の内容に関する事項（法第17条第１項関係）
□　（別表９）スマート農業技術活用促進資金の貸付けに関する資金計画等
□　（別表10）農業競争力強化支援法第24条の特例措置の申請（法第19条関係）
注：提出する書類にチェック（レ）を付けること。

別記様式第16号（法第13条関係）

開発供給実施計画

１　開発供給事業の内容
[bookmark: チェック１]（１）申請者の概要
	申請者（代表者）

	①氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：　　　　　　）
②住所又は主たる事務所の所在地：
③連絡先
・電話番号：　　　　
・E-mailアドレス：
・担当者名：
④業種：

	申請者

	①氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：　　　　　　）
②住所又は主たる事務所の所在地：
③連絡先
・電話番号：　　　　　　　　　　　　　　
・E-mailアドレス：
・担当者名：
④業種：

	申請者

	1 氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：　　　　　　）
②住所又は主たる事務所の所在地：
③連絡先
・電話番号：　　　　　　　　　　　　　　
・E-mailアドレス：
・担当者名：
④業種：


注１　記入欄が足りない場合には、各々の欄を繰り返し設けて記載すること。
２　申請者が個人の場合であって、「住所」が「主たる事務所の所在地」と異なるときには、「住所」及び「主たる事務所の所在地」を併記すること。
３　「④業種」の項目は、日本標準産業分類に掲げる細分類項目を記載すること。

（２）開発供給事業の内容
[bookmark: チェック２]　　①　開発供給事業の促進の目標の該当項目（営農類型等・農作業、対象品目）
	【営農類型等・農作業】
□ 水田作
（□育苗及び田植　□除草　□収穫、運搬及び調製）
（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 畑作
（□播種及び移植　□除草　□収穫、運搬、選別及び調製）
（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 露地野菜・花き作
（□除草及び防除　□収穫及び運搬　□選別、調製及び出荷）
（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 施設野菜・花き作  
（□栽培管理　□収穫及び運搬　□選別、調製及び出荷）
（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 果樹・茶作
（□栽培管理　□除草及び防除　□収穫及び運搬　□選別、調製及び出荷）
（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 畜産・酪農
（□飼養管理　□搾乳）
（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 農作業共通
　（農作業の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　（品目名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



　　注　該当するものにチェック（レ）をつけること。
農作業は、複数該当する場合には複数チェックをつけること。
また、品目名は、複数該当する場合には複数記載すること。ただし、品目横断的又は作業横断的な取組に該当し、対象品目を特定するのが困難な場合は、対象となる品目のうち代表的なものを５つ程度、例示として記載すること。

2 　実施内容
（ⅰ）対象とする営農類型・農作業分野における現状・課題、技術ニーズ
	



[bookmark: チェック３]（ⅱ）開発供給事業の概要
	



（ⅲ）開発供給事業のうち開発段階の取組内容
	ア　本計画で開発する技術の内容


[bookmark: チェック４]イ　本計画で開発する技術による生産性向上の目標


ⅰ　生産性向上目標


[bookmark: チェック５]ⅱ　ⅰの数値の計算方法（生産現場の環境条件等を含む）


ⅲ　目標の達成が困難な場合、その理由及び目標の達成に向けた追加的な取組条件






（ⅳ）開発供給事業のうち供給段階の取組内容
	ア　供給する農業資材又はスマート農業技術活用サービスの内容及び供給方法


イ　供給に関する目標
ⅰ　農業者等に対する販売又は提供の数量等に係る目標


ⅱ　ⅰの数値の根拠


[bookmark: チェック６]ウ　供給に係る優位性及び事業の継続性
ⅰ　供給する農業資材又はスマート農業技術活用サービスの品質面・費用面での優位性


ⅱ　事業の持続性（経済合理性）


エ　農業者に対する費用・効果等の情報提供及び農業者等が継続して適切に当該農業資材を使用できるようにするための措置
　

オ　アの供給に係る技術に適合した生産方式の内容等を明確にするための措置





２　開発供給事業の実施期間及び実施体制
[bookmark: チェック７]（１）開発供給事業の実施期間
①実施期間
	実施期間：　　年　　　月 ～　　　　　年　　　月（目標年度）

	（うち供給の実施期間：　　　年　　月　～　　年　　月）



注１　供給を実施する期間を括弧書き内に記載すること。
注２　原則５年以内で取り組むものとする。新品種の育成その他の開発する技術の特性や難度等に照らして事業の実施に相当な期間を要すると認められる場合には、10年以内とすること。

2 開発供給事業の実施期間が５年を超える理由（該当者のみ記載）
	






3 具体的なスケジュール
	
	
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	
	Q1
	Q2
	Q3
	Q4
	Q1
	Q2
	Q3
	Q4
	Q1
	Q2
	Q3
	Q4
	Q1
	Q2
	Q3
	Q4
	Q1
	Q2
	Q3
	Q4

	開発計画
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	供給計画
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	








（２）開発供給事業の実施体制
	



　注１　複数の事業者で共同申請する場合は、それぞれの申請者の役割分担が分かるように記載すること。
　　２　体制図などが分かる書類の添付をもって記載に代えることも可能。

３　開発供給事業の効率的な実施のために行う会社の合併等の措置の有無
（１）実施予定の有無（予定ありの場合はチェックを記載し、（２）～（５）の別表を添付）
　　　□ 実施予定あり
（２）合併等の措置の内容
別表１のとおり
（３）合併等の措置に伴う設備投資の内容
別表６のとおり
（４）合併等の措置に伴う施設の撤去又は設備の廃棄の種類
別表２のとおり
（５）譲渡し、取得し、又は譲り受ける不動産の内容
別表３のとおり

４　開発供給事業に必要な資金の額及びその調達方法
別表４に記載すること（スマート農業技術活用促進資金の貸付けを希望する場合は、別表４に代えて別表９に記載すること。）。

５　開発供給事業の用に供する設備等の導入等に関する事項
別表６に記載すること（スマート農業技術活用促進資金の貸付け又は中小企業基盤整備機構による債務保証を希望する場合であって、かつ、設備等を導入する場合に記載すること。）。

６　特例措置の活用に関する事項
別表５に記載すること。

[bookmark: チェック８]７　確認事項
	□
	開発供給事業の実施に当たっては、「農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドライン」等を踏まえた農作業の安全性対策に努めること

	□
	計画内に、技術上又は営農上の有用な情報等の保護すべき知的財産がある場合には、「農業分野における営業秘密の保護ガイドライン」等を踏まえた対策に努めること

	□
	開発供給事業の実施に当たり、農業に由来する環境への負荷の低減に配慮していること

	□
	地方公共団体その他の関係者との連携を図ること等により、当該開発供給事業に関係する各種施策と調和して行っていること

	□
	特例を活用する場合に、関係機関に対し本計画の内容を、農林水産省から提供することに同意していること



（添付書類）
□　申請者が法人である場合には、申請者ごとの定款又はこれに代わる書面
□　申請者が法人でない団体である場合には、規約その他当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類
□　申請者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載した書類）
□　開発供給事業の実施に必要な行政庁の許認可等が必要な場合、当該許認可等を受けていることを証する書類又はその許認可等の申請状況を明らかにした書類


（別表４）

[bookmark: チェック９]開発供給事業に必要な資金の額及びその調達方法

申請者の氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　　
注１　法人その他の団体の場合には名称及び代表者の氏名を記載すること。
２　申請者ごとに以下の欄を設けて記載すること。
	
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)

	①設備投資額
	
	
	
	
	

	②運転資金額
	
	
	
	
	

	③資金調達額合計
（①＋②)
	
	
	
	
	

	
	
補助金・委託費等

金融機関借入

自己資金

その他

	
	
	
	
	


 （単位：千円）　
注１　スマート農業技術活用促進資金の貸付け又は中小企業基盤整備機構による債務保証を希望する場合であって、かつ、設備等を導入する場合は、別表６を添付すること。
２　本計画の認定をもって、予算事業（補助金・委託費等）や日本政策金融公庫の長期・低利融資等の活用が確約されるわけではない点に留意すること（日本政策金融公庫からの資金の借入れ等に当たっては、別途、融資の申請及び審査等が必要となります。）。

